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石油貯蔵施設立地対策等交付金の算定に係る 

石油貯蔵量に応じた段階的な交付金の交付について 
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 本市大島町に立地しております石油貯蔵施設には、令和４年３月３１日

まで、１０万 kl 以上の石油等の貯蔵がありましたことから、国から石油貯

蔵施設立地交付金の交付を受け、石油貯蔵施設周辺の住民の安全を確保

し、不安のない地域社会を構築するため、消防に関する施設等の整備とし

て消防団車両の導入（更新）に活用させていただいておりました。 

 そのような中、令和５年度（令和４年３月３１日時点）の交付金算定根

拠となる石油貯蔵施設の貯蔵量が１０万 kl を僅かに下回ったことにより、

交付基準を満たさなくなったとして、交付対象外となっております。 

 本市としましては、石油貯蔵量が国の基準を下回った場合であって

も、石油等は貯蔵されている状況であり、日奈久断層帯を震源とした地

震にも備えるべく、更なる消防防災対策の推進が喫緊の課題と考えてお

ります。 

 そこで、消防に関する施設等の整備には財政負担が大きく、これまで

本交付金は貴重な財源となっておりましたことから、貯蔵量に応じた段

階的な交付金の交付に向けた基準の見直しを切に要望いたします。 

 

 令和６年７月 

 八代市長 中村 博生    


